





























論文題目 東シナ海の海洋資源と日本の外交政策の変容 - 尖閣問題を中心に - 




 第 1 節（本論文の目的）では、本論文が、東シナ海の海洋資源と日本の外交政策の変容に
ついて、日本と中国の緊張関係の要因となっている尖閣諸島をめぐる問題に焦点を当てな
がら考察し、新たな視座を提示することを目的としていることを示した。 
 第 2 節（先行研究と未研究領域）では、本論文で焦点を当てる 1960 年代から 1970 年代の
海洋石油政策に関する先行研究の内容と未研究領域を確認した。具体的には、米国の石油政




 第 3 節（本稿の構成）では、本稿を大きく 4 つのパートに分けること、および各章の概要
について言及した。 










政策を 1950 年代から 1960 年代にとることになる。 
 第 2 節（資源ナショナリズムの高まり）では、米系石油メジャーなどの欧米石油会社が石
油を求めて中東に進出していく中で、中東産油国の資源ナショナリズムが高まっていった
ことを確認した。1960 年 9 月の OPEC（Organization of the Petroleum Exporting Countries：⽯
油輸出国機構）の設立を受けて、欧米石油メジャーは中東に対する依存度を軽減する方向を
真剣に模索し始め、政治リスクの少ない、海に目を向けていった。 
 第 3 節（海洋石油への関心）では、米国における海洋石油の開発の歴史とそれが大陸棚条









ジェクトは Project MAGNET と呼称された。 
 第 5 節（東シナ海の石油調査への協力）では、東シナ海の石油資源調査への米国の協力に
ついて確認した。米国は、1967 年に ECAFE の下部組織である CCOP（Committee for Co-
ordination of Joint Prospecting for Mineral Resources in Asian Off-shore Areas：アジア沿海鉱物資
源共同探査調整委員会）の事業に協力し、東シナ海において、石油資源調査のため、Project 
MAGNET を行うことを提案した。米国の提案は受け入れられ、1968 年 6 月に東シナ海で
Project MAGNET が実施された。その結果、台湾の北東に磁気異常が認められ、東シナ海に
石油と天然ガスが存在する有望性が見出された。この結果を受けて、米国は ECAFE に本格
的な石油資源調査を提案し、1968 年秋に米国の調査船が使用されて ECAFE による石油資
源調査が東シナ海で行われた。 
 第 6 節（ICJ判決と中国への配慮）では、北海大陸棚に関する ICJ（International Court of 
Justice：国際司法裁判所）の判決の内容と米国務省の米系石油会社への懸念について確認し
た。中国に有利な自然延長論の立場にたった判決を下した ICJ の判決から数カ月後となる
1969 年 5 月に ECAFE 報告書が公表され、東シナ海にペルシャ湾に匹敵するほどの莫大な
石油資源の可能性が指摘された。そして、その翌月の 1969 年 6 月 6 日に、米国務省と米系
石油メジャーのガルフ社との会談が行われた。この会談で、米国は沖縄返還を協議している
中、台湾と琉球の大陸棚の境界画定について関与しない姿勢を示した。 
 第 7 節（米中関係の変化）では、ベトナム戦争をめぐって政治的に対立していた米国と中
国が次第にその関係を変化させ、東シナ海の海洋石油開発の様相も変化していったことを




第 2章 ECAFE の調査 
 第 1 節（ECAFE の調査までの経緯）では、ECAFE の調査に至る海底資源の可能性を示す
論文と 1968 年の米国による予備調査の内容を確認した。1961 年に新野弘教授が、米国のウ
ッズホール海洋研究所のエメリー教授と共同で「東シナ海と南シナ海の浅部の堆積物
（Sediments of Shallow Portions of East China Sea and South China Sea）」と題する論文を米国の
地質学会誌で発表して、尖閣諸島周辺の海底資源の可能性を初めて公に指摘した。1961 年
の論文に続き、新野は「海底鉱物資源とその開発（Mineral Resources in the Sea Floor）」と題
する論文を 1967 年に発表した。新野は、この論文で、尖閣諸島周辺を含む東シナ海の大陸
棚は、有数な海底油田地域となる可能性があることを指摘した。そして、新野とエメリーは
「中国東海と朝鮮海峡の海底地層及び石油展望（Stratigraphy and Petroleum Prospects of Korea 
Strait and the East China Sea）」と題する論文を 1968 年に発表した。論文で新野とエメリーは、
石油が埋蔵されている可能性の高い堆積物で東シナ海が覆われていることを指摘した。 
 第 2 節（ECAFE による調査）では、ECAFE の調査報告書の内容を確認した。東シナ海
の本格的な石油資源調査の結果は「東シナ海及び黄海海底の地質構造と海水に見られるあ
る種の特徴について（Geological Structure and Some Water Characteristics of the East China Sea 





第 3章 中国の当初の反応 






 第 2 節（中国の主張）では、尖閣諸島に関する中国の主張について、中国外交部と『北京
放送』の内容を精査しながら確認した。1971 年 12 月 22 日、沖縄返還協定が本会議で承認、








 第 3 節（台湾の主張）では、ECAFE報告書と台湾の関係および台湾の関心について確認
した。1969 年 5 月に公表された ECAFE報告書には複数の図面が添付された。これらの添付
図は、台湾の北東に磁気異常が認められることなどを示した。1970 年 10 月には台湾は東シ
ナ海を 5 つの鉱区に分割し、台湾の中国石油公司との契約を前提に米系石油会社に割り当




第 4章 日本の海洋石油開発 
 第 1 節（国内の海洋石油開発）では、日本国内の海洋石油開発について確認した。石炭系















第 5章 政府内政治モデルによる政策過程分析 
 第 5 章では、（1）なぜ日本は 1966 年の CCOP の設立に賛成したのか、（2）なぜ日本は





 第 1 節（使用する分析モデル）では上記 2 点の分析にアリソンの政府内政治モデル（第 3
モデル）を用いることを示す。 
 第 2 節（CCOP 設立と尖閣諸島周辺の調査）では、CCOP の設立に関する政策過程と、
1970 年代初頭における尖閣諸島周辺の石油資源調査に関する経緯を確認した。 
 第 3 節（CCOP の設立に関する政策過程分析）では、CCOP の設立に関する通商産業省と
外務省の意見対立、通商産業省の発言力と CCOP 設立同意について政策過程を分析した。 
 第 4 節（尖閣諸島周辺の調査に関する政策過程分析）では、なぜ日本は石油資源が最も期
待された尖閣諸島周辺（台湾北東）の調査を行わなかったのかという点について分析した。 
 
第 6章 合理的行為者モデルによる政策過程分析 





 第 1 節（ECAFE の調査に関する政策）では、1960 年代から 70 年代の海洋石油に関する
米国、通商産業省、外務省の動きを確認し、ECAFE の調査に関する政策過程を分析した。 










第 7章 大陸棚の報道の計量分析 










第 8章 日韓共同開発の実現 




 第 2 節（日韓大陸棚協定の締結）では、自然延長論を採る韓国との協議と中国への配慮、




 第 3 節（日韓大陸棚協定等の国会審議）では、協定及び特別措置法の国会審議の状況につ










第 9章 日中共同開発への指向 
 第 1 節（中国の⼤陸棚の主権主張）では、中国が⽇韓共同開発に対してどのような主張を
繰り広げたのか確認した。中国は、日韓大陸棚協定は、中国の主権を侵犯する行為であると
して、断じて同意できないという強硬な抗議声明を 1974 年 2 月 4 日に出し、翌 5 日の『北
京放送』で公表した。中国政府の日本政府に対する強硬な抗議は、1972 年の日中国交回復
以降、初めてであった。 






 第 3 節（中国の対日姿勢の変化）では、中国の対日姿勢の変化について、1977 年と 1978
年の中国外交部の声明と『人民日報』の記事の内容を比較して確認した。 









第 10 章 日中平和友好条約と尖閣諸島 
 第 1 節（日中交渉再開と尖閣帰属問題）では、日中平和友好条約の締結交渉再開問題と尖
閣諸島に関して、自民党の青嵐会、A 研、総務会等の動きを確認した。1978 年 3 月 23 日、
自民党のタカ派・親台湾派の青嵐会は総会を開いた。この総会では、尖閣諸島が日本に所属
することの確認などが満たされない限り、外交交渉として認めることはできないとの態度







 第 2 節（武装中国漁船の尖閣諸島領海侵入事件）では、領海侵入事件の概要、事件の背景
に関する見方、日中両政府の対応等について確認した。日中平和友好条約の交渉再開へ向け


























第 11 章 政権交代と尖閣諸島の維持管理 







 第 2 節（領有権主張活動と日本政府の対応）では、香港や台湾等で尖閣諸島の領有権主張
活動が激しくなる中、日本政府がどのような対応を採ったのか確認した。日本の政治団体の
メンバーらの上陸や、これに反発する台湾や香港等の活動家の領海侵入が相次いだことか
















 第 5 節（米国との関係）では、米国の尖閣諸島に関する姿勢と、台湾統一と尖閣諸島につ
いて確認した。米国防総省は、議会に提出した、2008 年の「中国の軍事力に関する年次報
告書」のなかで、尖閣諸島について、“Territorial Disputes”と表現し、「領土紛争」の状態に






第 12 章 最近の海洋をめぐる日中関係 
 第 1 節（東シナ海の⽯油資源の評価）では、国連、⽶国、中国、⽇本による⽯油資源の調
査と評価について分析した。米国防総省は、2008 年の年次報告書の「中国の領土紛争（China’s 
Territorial Disputes）」と題するコラムの中で「東シナ海は最大 1000億バレルの石油を埋蔵





には約 7億キロリットル、2006 年には約 5億キロリットルの資源を推定しているとした。 









































 第 1 節（各章での考察）では、⾼度経済成⻑期を出発点として海洋資源と外交政策の変容
について考察した前章までの内容について再度振り返って確認した。 
 第２節（東シナ海の海洋資源をめぐる⽇本の外交政策）では、⾼度経済成⻑期から現在に
⾄るまでを⼤きく 3つの時代（期待の時代、協調の時代、対⽴の時代）に区分し、1980年
代以降は、中国の急激な経済成⻑とエネルギー需要の増⼤がみられるなか、中国が海洋進出
を強め、尖閣諸島の周辺海域を含む東シナ海をめぐって、⽇本と激しく対⽴していった時代
であることを確認した。最後に、⽇中双⽅が互恵協⼒の考え⽅のもとで 2008 年に合意した
⽇中共同開発を早期に実現させたうえで、⽇中双⽅が⼤局的な観点に⽴って、ナショナリズ
ムが⾏き過ぎないよう、細⼼の注意を払えば、現在の緊張関係は格段に緩和され、⽇中が互
恵の形で東シナ海が、平和・協⼒・友好の海になるであろうことを確認した。 
 
